
て働き続けられるよう、就労に関する個別相談やジョブコー 障害者の職場定着を円滑にするためのきめ細かな人的支援を実施することを目的とします。
施策目的・

(2)目的 チ支援などを実施するとともに、関係機関との連携を一層深めて、就労支援体制を強化します。 事業目的
展開方向

障害者の職場定着のためには、評価や訓練、求職活動支援、職場実習、各種助成金についての情報提供等受 ①評価の実施・訓練のコーディネート（通年）　②就職準備訓練の実施（通年）
け入れ先企業への支援、就職後のジョブコーチ支援、その後の長期的なフォローアップ支援等、一連のステ ③求職活動支援の実施（通年）　④職場実習支援の実施（通年）　
ップを通じての一貫した支援が必要です。そのため、障害者就労支援センターが中核となり、関係機関との 当該年度 ⑤受け入れ先企業への支援（通年）　⑥就職後のジョブコーチ支援の実施（通年）　
連携のもと人的支援を提供します。 執行計画 ⑦フォローアップ支援の実施（通年）　⑧民間施設へのスーパービジョン（適宜）

(3)事業内容 内　　容 市内民間施設による訓練機能を強化するため、必要に応じてスーパービジョン（技術提供）を行います。 ⑨余暇支援（通年）

支援対象者数 想定値 215当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 221

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者（相談者）の職場定着 直接 就職後６ヶ月経過時点での職場定着率 ％ 92 90

令和 3年度 障害者（相談者）の職場定着 直接 就職後６ヶ月経過時点での職場定着率 ％ 95

令和 4年度 障害者（相談者）の職場定着 直接 就職後６ヶ月経過時点での職場定着率 ％ 95

福祉から一般就労への移行が進まない現状があります。障害者の就職準備性の向上と市内民間施設へのスーパービジョン（技術
(7)事業実施上の課題と対応 提供）を強化します。また、近年では精神障害者や発達障害者の相談件数が増加傾向にあります。障害者就労支援センターでは 代替案検討 ○有 ●無

、評価機能と就職準備訓練の更なる強化を行い、引き続き就職者の定着率の向上を目指します。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

普通旅費 131 普通旅費 104 42 普通旅費 104 普通旅費 104
研修旅費 8 研修旅費 23 3 研修旅費 23 研修旅費 23
研修負担金 7 研修負担金 61 59 研修負担金 61 研修負担金 61
嘱託職員報酬(2号1人、3号1人) 4,423 パート会計年度（就労支援員）１名 1,743 1,723 パート会計年度（就労支援員）１名 1,743 パート会計年度（就労支援員）１名 1,743
嘱託職員共済費 359 パート会計年度（心理相談員）１名 2,197 2,158 パート会計年度（心理相談員）１名 2,197 パート会計年度（心理相談員）１名 2,197
嘱託職員費用弁償 117 会計年度任用職員共済費 284 272 会計年度任用職員共済費 284 会計年度任用職員共済費 284
障害者施設総合保障制度保険料 143 会計年度任用職員費用弁償 106 81 会計年度任用職員費用弁償 106 会計年度任用職員費用弁償 106

実施内容 消耗品費 51 障害者施設総合保障制度保険料 134 103 障害者施設総合保障制度保険料 134 障害者施設総合保障制度保険料 134
講師報償費 30 消耗品費 31 30 消耗品費 31 消耗品費 31

(8)施行事項
費　　用 施設入場料 4 施設入場料 4 0 施設入場料 4 施設入場料 4

燃料費 66 37 燃料費 66 燃料費 66
公用車点検手数料 17 0 公用車点検手数料 17 公用車点検手数料 17
障害者施設総合補償制度保険料(流用) △10

予算(決算)額 合　　計 5,273 合　　計 4,760 4,508 合　　計 4,770 合　　計 4,770
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,273 4,760 4,508 4,770 4,770

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6
正職員人件費 14,080 13,920 13,920 13,920 13,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 4,783 0 0 4,994 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,353 18,680 18,428 18,690 18,690
(11)単位費用

110.59千円／人 86.88千円／人 83.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

全国的に障害者の雇用実績が向上する中で、障害者が安定して長く働き続けるためには、就職後も支援者が継続的に支援 ●①事前確認での想定どおり
する体制が不可欠であることが浸透しつつあります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 企業側では、平成３０年４月には法定雇用率の算定基礎対象に精神障害者が追加され、２．２％に引き上げとなり、今後 ○要
   背景は？(事業の必要性) 更なる引き上げも見込まれることを背景に、障害者雇用のニーズは上昇しています。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

福祉施設側では、福祉から一般就労への移行がスムーズに進まない現状があり、就職準備性の向上とスーパービジョン（ 障害者雇用のニーズは高く、障害者が早期に離職しないように充分な就職準備と関係機関と連携を密にし人的支援を提供
技術提供）の強化が課題となっています。 することができた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者就労支援センターが市内外の就労移行支援事業所、就

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 労継続B型、地域活動支援事業所や特別支援学校等と連携を
□その他 　促進された 図ることで、ネットワークの活性化につながった。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 障害者就労支援センターが、中核となって特別支援学校や就 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 労移行支援事業所、就労継続B型と連携してネットワーク化 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り を図った。また、個別の相談における評価(課題や目標の可 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 視化）の共有、共同でのケース検討を実施し、連携を強化し ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 た。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市内外の民間施設（就労移行支援事業所・就労継続支援事業所・地域活動支援センター・相談支援事業所など）との連携
のもと、支援を行っています。訓練においては就労支援センター独自の内容を実施し、民間施設利用者にも提供していま

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
92 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

アセスメントや作業評価をしっかりと行い、関係機関と連携を密にしたことで長
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 92 102.22

期の定着が得られた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,680 673 18,428 98.65
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.48

％ 10万円 0.5 104.17

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、障害者雇用を充実させるために必要不可欠な事業となっているため、今後も引き続き現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 440 課コード 0515 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 働く場の確保 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者就労支援センター

個別事業 障害者の一般就労に関する相談・支援の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 1.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 18,690 千円 (うち人件費 13,920 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 18,680 千円 (うち人件費 13,920 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33305 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

それぞれの能力や特性に応じて就労し、安定し



談やジョブコー 就職を目指す障害者に対して、市役所内の様々な仕事を体験する場を提供することにより、就職準備性の向
施策目的・

(2)目的 チ支援などを実施するとともに、関係機関との連携を一層深めて、就労支援体制を強化します。 事業目的 上を支援し適性の確認を行うことを目的とします。
展開方向

就職を目指す障害者の多くは、一般企業を含めた職場での実務経験が不足しているため、職場実習を通じて ①対象者の募集および決定、受け入れ先との打ち合わせ（通年）
様々なこと（毎日決まった時間に通勤すること、上司から指示を受け、作業に従事すること、報告・連絡・ ②障害者職場実習事業の実施（通年）
相談を適切に行うこと、時間内に集中して作業をすること、作業の正確性とスピードを保持すること等）を 当該年度 　＊ジョブコーチによる職場での支援を実施
体験し、実績を積む必要があります。また、職場での就業体験を通じて、就職への課題を明らかにすること 執行計画 ③実習後の評価（通年）

(3)事業内容 内　　容 ができます。そのため、市役所内の様々な職場を実習の場として提供し、障害者の就職準備性の向上を支援
し適性の確認を行います。

障害者の職場実習者数 想定値 1当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職場体験実習を修了した障害者の一般就労への移行 直接 職場体験実習を修了した障害者の数（１年間） 人 1 1

令和 3年度 職場体験実習を修了した障害者の一般就労への移行 直接 職場体験実習を修了した障害者の数（１年間） 人 1

令和 4年度 職場体験実習を修了した障害者の一般就労への移行 直接 職場体験実習を修了した障害者の数（１年間） 人 1

就職が前提での職場体験実習の場は増えてきましたが、準備段階での実習の場や市内企業が少ないため、まず市役所内の職場を
(7)事業実施上の課題と対応 活用し実績を積むことにより、スムーズな就労への移行を促進していく必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者職場実習報償費 10 障害者職場実習報償費 5 5 障害者職場実習報償費 5 障害者職場実習報償費 5

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10 合　　計 5 5 合　　計 5 合　　計 5
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10 5 5 5 5

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,740 1,740 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,770 1,745 1,745 1,745 1,745
(11)単位費用

885千円／人 1,745千円／人 1,745
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

企業等での一般就労を目指す障害者にとって、準備段階での体験実習は重要な訓練の一つであり、短期集中訓練後のステ ●①事前確認での想定どおり
ップアップとして体験実習を提供しています。しかし、市内の企業数が少ないこと等から、企業における実習の場を確保 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ するのが難しい状況にあります。そのため、市役所において実習の場を提供する必要があります。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職場体験の一環として障害者就労支援センターでの清掃体験を定期的に実施した。また、より実践的な環境を設定するた
め、教育研究所での実習を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 就労を前提とした職場実習を行う企業は増えてきているが、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市内での実習場所が少ないため、市役所において実習の場を
□その他 　促進された 確保することで、就職準備性の向上につながった。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる 市内の企業が少なく、実習の場を確保するのが難しい状況に □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した あります。そのため、市役所において次週の場を提供する必 □⑦その他
サービスが保証される 要があります。 ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 福祉施設の職員と実施者の検討を行い、実施後は振り返り面 民間福祉施設との情報共有を図りながら実習を行った。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 談を共同で実施しています。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

民間福祉施設と連携が図れて実施ができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,745 25 1,745 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

人 10万円 0.06 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、就労支援を行う上で必要な事業であることから、現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 441 課コード 0515 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 働く場の確保 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者就労支援センター

個別事業 障害者職場実習支援事業の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,745 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33305 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

それぞれの能力や特性に応じて就労し、安定して働き続けられるよう、就労に関する個別相



コー 　市全体としての障害者の就労支援における取り組みについて、就労支援センターが中核となり各福祉施設
施策目的・

(2)目的 チ支援などを実施するとともに、関係機関との連携を一層深めて、就労支援体制を強化します。 事業目的 や教育機関との関係を構築・保持します。
展開方向

　自立支援協議会の下に、就労支援全体会、就労移行・定着連絡会、特別支援学校等連絡会の３つからなる ①就労支援全体会（年４回）
就労支援部会をおき、自立支援協議会との連携を強化します。 ②就労移行・定着連絡会（年４回）
　就労支援全体会では事例検討、講座等を行い、支援者の情報共有とスキルアップを図ります。 当該年度 ③特別支援学校等連絡会（適宜）
就労移行・定着連絡会では就労移行支援事業所との連携体制を強化し、課題に向けた取り組みを行います。 執行計画 ④特別支援学校等卒業年次生に対しての集中アセスメント（適宜）

(3)事業内容 内　　容 　特別支援学校等との連携のもと、一般就労を目指す卒業年次生に対して長期休暇中の集中アセスメント（
評価）を行い、卒業後直ちに連携による支援ができる体制を構築します。
　 支援対象者数 想定値 215当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 221

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者の就労支援に関わる各機関の連携をはかり、対象者の一般就労・職場定着を促進する。 直接 就職後６ヶ月経過時点での職場定着率 ％ 92 90

令和 3年度 障害者の就労支援に関わる各機関の連携をはかり、対象者の一般就労・職場定着を促進する。 直接 就職後６ヶ月経過時点での職場定着率 ％ 95

令和 4年度 障害者の就労支援に関わる各機関の連携をはかり、対象者の一般就労・職場定着を促進する。 直接 就職後６ヶ月経過時点での職場定着率 ％ 95

平成30年度より就労移行支援事業所による定着支援事業が始まり、民間による定着支援が進められてきていますが、対象者や期
(7)事業実施上の課題と対応 間、対応人数に制限があり、今後も障害者就労支援センターが就労支援の中核として、安定して縦断的な支援を提供し続ける必 代替案検討 ○有 ●無

要があります。また、教育・福祉等各分野が協力してネットワークとして機能していく必要があります。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

就労支援システム調整委員会の開催 0 就労支援全体会 0 就労支援全体会 0 就労支援全体会 0
福祉施設連絡会就労支援部会の開催 0 就労移行・定着連絡会 0 就労移行・定着連絡会 0 就労移行・定着連絡会 0
特別支援学校３年生に対しての集中 0 特別支援学校等連絡会 0 特別支援学校等連絡会 0 特別支援学校等連絡会 0
アセスメント 特別支援学校3年生に対しての集中 0 特別支援学校3年生に対しての集中 0 特別支援学校3年生に対しての集中 0

アセスメント アセスメント アセスメント

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0
正職員人件費 2,640 2,610 2,610 2,610 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,640 2,610 2,610 2,610 0
(11)単位費用

15.09千円／人 12.14千円／人 11.81
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市では、障害者就労支援センターを設置し、中核となって障害者の就労を支援しています。支援の成果として就職し、そ ●①事前確認での想定どおり
の後の長期的なフォローアップを要する支援対象者が増加する中で、福祉・教育・労働関係部局等の各分野との連携のも ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ とネットワークによる支援を提供できる体制づくりが必要となっています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市が中核となって障害者の就労支援体制を整え、コーディネイトすることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市ならではの専門性、情報量、市民や関係機関からの信頼度

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 があり、特別支援学校等との連携は、市が主導しなければ実
□その他 　促進された 効性はなかった。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる 障害者就労支援センターが中核となり、障害者の就労を支援 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した しています。就職準備段階から就職後の長期的なフォローア □⑦その他
サービスが保証される ップに至るまで福祉・教育・労働関係部局等の各分野との連 ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 携のもとネットワークによる支援を提供できる体制づくりが
実現が図られる 必要となっています。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 就労支援部会を組織する3つの専門連絡会（就労支援全体会 就労支援部会の就労移行・定着連絡会や就労支援全体会を実 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、就労移行・定着連絡会、特別支援学校等連絡会）に福祉団 施し、市内の就労移行支援事業所や就労継続B型、地域活動 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 体の代表者が参加しています。 支援センター、特別支援学校の職員が参加し、勉強会や情報 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 共有をし、連携を図った。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
92 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係機関と連携を行ったことで、大きな問題が起こることなく就労を続けること
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 92 102.22

ができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,610 30 2,610 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.45

％ 10万円 3.52 102.03

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、障害者の就労支援体制の強化という施策実現のために効果的な事業となっているため、今後も引き続き現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1409 課コード 0515 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 働く場の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・障害者就労支援センター

個別事業 障害者就労支援システムの構築 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,610 千円 (うち人件費 2,610 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33305 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

それぞれの能力や特性に応じて就労し、安定して働き続けられるよう、就労に関する個別相談やジョブ


